
 
平成 20 年 12 月 19 日 

各  位 
      
会 社 名 株式会社宮入バルブ製作所 

代 表 者 代表取締役社長 高井 洋 

（コード番号 6495 東証第２部） 

問合せ先 取締役総務部長 佐野邦男 

（ＴＥＬ 03－3535－5575）  

 
 

中期経営計画の策定に関するお知らせ 
 
当社は、平成 20 年 6 月 2 日付開示いたしました「中期経営計画の策定に関するお知らせ」

でお知らせいたしましたＭＳ新３カ年計画を、昨今の世界経済の動向および当社の平成 21
年 3 月期第 2 四半期決算の経営成績ならびに今後のバルブ事業の見通し等を総合的に勘案

し、「ＭＳ経営改革 3 カ年計画」として新たに策定しましたのでお知らせいたします。 
なお、平成 21 年 3 月期の業績予想につきましての修正はございません。 
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ＭＳ新３カ年計画の修正について（社長メッセージ） 

 

当社は、世界同時不況の様相を強めている昨今の世界景気の動向等を踏まえ、現在の

当社を取り巻く経済環境および当社の平成２１年３月期第２四半期決算の経営成績な

らびに今後のバルブ事業の見通し等を総合的に勘案し、本年５月に策定いたしましたＭ

Ｓ新３カ年計画を修正して、「ＭＳ経営改革３カ年計画」としてリニューアルし、本年

１２月より実行してまいります。 

当社は、平成２１年３月期第２四半期決算におきまして、特別損失に長期貸付金に対

する貸倒引当金および株式市場の低迷による保有有価証券の評価損を計上したことか

ら、3,791 百万円の四半期純損失を計上し、継続企業の前提に関する疑義を抱かせる状

況となっております。 

当社といたしましては、このような状況を早期に解消すべく、「本経営改革３カ年計

画」に基づき、海外よりの部品調達による製造原価の低減施策および新生産管理システ

ムの導入による生産効率の向上施策等の諸施策を推進し、収益性の向上を目指すととも

に、新規事業といたしまして従来から取り組んでおりますＬＮＧを中心としたクリーン

エネルギー分野の新製品および高付加価値製品の早期開発も同時に行い、事業規模の拡

大を図ってまいります。また、今回の特別損失計上の原因となりました貸倒引当金につ

きましては、来年度から始まる返済期日毎に順次確実に回収することで、貸倒引当金の

早期解消を図るとともに、保有有価証券につきましても、売買目的で保有する有価証券

を中心に今後の株式市場の動向を注視しつつ順次整理縮小してまいります。 

当社は、「本経営改革３カ年計画」に基づく、既存事業の収益性向上施策および新規

事業の業績拡大施策を強力且つ確実に推進するとともに、企業基盤の強化を目的とした

資本施策等も併せて実施し、安定した企業基盤のもと、早期業績回復を図ってまいる所

存でございますので、今後とも変わらぬご支援とご鞭撻のほど宜しくお願い申し上げま

す。 

 

２００８年１２月 

代表取締役社長 高井 洋 
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Ⅰ  経営の基本方針 

      

     １、 経営方針の基本事項を、次のとおりとする。 

        

           既に決定している当社経営に関する｢基本理念｣、「基本方針」、｢行

動指針｣および｢行動計画｣は、今後も踏襲する。 

 

      今次計画は、これら当社の｢基本理念｣等に準拠するものとして策

定した。 

        

２、 世界同時不況の様相を強めている世界景気の動向を踏まえ、現在の当社を取り

巻く経済環境および今後のバルブ事業の見通し等を考慮し、本年５月に策定した

ＭＳ新３カ年計画を修正して「ＭＳ経営改革３カ年計画」として改めて制定し、２０

０８年１２月より確実に実行する。 

      

  ６３期から着手した収支改善、事業改革の措置が６４期に入って 

成果を出し始めた。引き続き本計画に基づく改革、経営刷新を進め、 

株式会社宮入バルブ製作所は確実・健全に成長し、発展する。 

 

当社は、｢行動指針｣にも従い、本計画において 

     （１）技術の開発・継承、新製品の開発・改良 

     （２）営業活動の戦略的展開 

     （３）地球環境改善寄与による社会貢献 

 

についてこれを経営重点事項と定めて、計画する。  
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３、 次の数値目標を実現する。 

 

期 ６４期 ６５期 ６６期 

 

売上目標 

 

４７億円 ４９億円 ５４億円 

戦略的重点投資 

（技術開発、 

営業、環境、教育） 

７０百万円 ４９百万円 ５４百万円 

営業利益目標 １.３億円 ２.９億円 ４.２億円 

売上総利益率 ２２.７％ ２４.７％ ２５.９％ 

 

Ⅱ  ＭＳ経営改革３カ年計画 

 

  １、 製品製造原価の低減 

   （１） 海外調達、加工外注 

 

    ａ．鋳造品素材の調達について ６３期中から実施してきた海外メーカに対す

る技術指導の結果を踏まえて、６４期以降 海外からの調達を拡大し、納

期短縮化と共に製造原価の低減化を実現する。 

 

    ｂ．黄銅鍛造製品の資材調達および鍛造の一部を海外メーカに外注委託する。

６３期中の技術指導、試作テストなどの結果を踏まえて、６４期初頭から

実施する。 

 

    ｃ．海外からの資材調達の拡大を図ると共に、現地法人と提携し鍛造、加工、

組立を順次実施することで、大幅な製造コスト削減を実現する。 

           

 （２） 甲府工場の改革 

 

      ６２期当時から進めてきた甲府工場の改革・改善（Ｍａｐプロジェクト）

の目標である在庫量の抑制、作業の標準化、不良品発生率抑制など、既に出

ている実績を活用して生産効率を上げ、他方の目標である経費抑制を実現し、

共にＭａｐ目標である製造原価の更なる低減を達成する。 

 

 （３） 既存製品の設計見直し、改良品の市場投入 

 

        現に販売している製品について、また超低温用弁のような新発売製品につ

いても、これまでに培った当社技術の粋を活かした、更なる設計見直しをす

ることにより、当社独特の製品設計または製品重量軽減による製造原価低下

を図る。 
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 （４） 新生産管理システムの導入 

 

        新システムを導入し、２００９年１月から稼動せしめることによって、在

庫管理(圧縮)の徹底、生産リードタイム(納期)の短縮、生産効率の向上など

の効果を発揮させて製造原価の低減を図る。 

 

２  不採算部門の整理縮減  

 

    （１） 塩素用弁の製造販売の停止 

 

      需要の低下（塩素浄化による水道施設の減少など）に伴いマーケット規模

が縮小し、事業として成立しなくなりつつある。よって２００８年６月をも

って製造、販売を停止した。 

 

   （２） 保安集中監視システムの他社への移管 

     

  システム端末装置の販売取扱いを除き、２００８年９月をもってＬＰガス

消費先保安集中監視事業を停止して、他社へ移管した。なお、システム端末

装置の販売取り扱いについては継続する。 

 

   （３） 半導体用弁等の販売取扱いについて 

 

        半導体用弁は荷動きも少量であり、２００８年６月以降、小サイズのもの

については取扱いを停止した。中以上サイズでは異種ガス向けの需要に対す

るものを含めて鉄鋼特殊弁として扱うものとする。 

 

      医療用弁については Ⅱ １、（３）項目の対象として、設計の見直しを

行って製造原価の更なる低下可能性を追究すると共に、海外協力工場での製

造によって適正な製品原価率を確保できるかを追究する。その結果を参考に

して特殊用途弁としての販売を継続するか判断する。 

 

               

  （４） 品番単位で市場ニーズが小さく製造コストがかさむ製品の処理 

 

     品番ごと個別に製造原価と需要の状況を精査し、製造、販売するバルブの種

類の整理、統合を行う。この作業を６４期中に行う。 

  

３  新製品の開発、市場開拓・投入 

 

      新規製品の技術開発についてその重点化を図る。開発商品の開発テーマお

よびマーケッティング・販売についての技術開発－営業部門間の連携を密に

する。 

 

当面の次の新製品、改良製品について 試作、試験、市場投入、および戦
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略的営業展開を進める。新規分野への営業展開の重点化を企画実行する。な

お、引き続き新商品開発を重点経営事項として実施する。 

 

  （１） ＬＮＧ用弁、ＬＨ2 用など超低温弁 

      ６４期初頭から 注文生産に入る。並行して、引き続き改良実験、設計改

良などを進め、より良質・安価な製品を目指す。 

 

   （２） ＤＭＥ用弁 

     ＤＭＥ自動車用弁、充填基地などインフラ設備、発生プラント用弁などの製

作、販売。６４期中に試作品の製作にかかる。 

 

   （３） 液面計の多用途への適応 

     一般ガス用、低温流体用など、ＬＰＧ以外への用途拡大のための改良。 

     注文を受けて設計製作となる製品であり、デモンストレーションによる営業

展開などを開始し、早期に営業対象品目に加える。 

 

  （４） 一般計装用レベルコンバータ 

     ＬＰＧに限らず、各種液面計測制御に適用できる技術を開発。６４期中試作

試験などを終了する。 

 

 ４  社会貢献活動としての環境改善行動 

 

      ｢基本方針｣および｢行動指針｣に謳われているところに従い、６４期以降、明 

確な内容、形で、次の事項を計画化し、実施する 

    

（１） 会社業務および社員個人の社会、家庭の活動におけるＣＯ2 発生量の削

減・発生抑制、 

（２） 産業廃棄物の確実な処理と発生量を減らすこと 

（３） とくに化研産廃としての化学物質の使用中止、完全管理など 

（４） これらの自己評価を行うためのＩＳＯ１４００１認定取得 
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Ⅲ  販売計画 

 

   １ 製品の原材料高騰を受けての価格改定のお願い 

 

      Ⅱ ２ （４）の精査の後、必要な品番についてはお客さまへの販売価格改定

のお願いを、実施する。 

 

   ２ 本計画の実現のための営業活動の新展開 

 

     本計画の重点経営方針の一つとして営業活動の重点化を計画し、特に低温液用 

弁、多用途液面計などのために従来の営業手法を改めるなどの新規営業戦略を構

築する。このためのアクションプラン立案等に必要な営業経費予算を考慮する。 

 

   ３ 国際営業の進め方 

 

 昨今の為替相場の大幅な変動および今後の見通し等を勘案し、営業統括部に国

際部を統合することで、管理業務の効率化と合理化を図る。 

 

   ４ 販売計画  

 

    Ⅱ及びⅢの計画方針を実現し、計画期間の販売高を表のとおりとする。 

 

                             （単位；百万円） 

期 容器用弁 
ＬＰＧ用 

弁類、機器 

ＬＰＧ以外用

弁類、機器

その他 

（購入品等）
屑売上 売上高合計

６４ １，９４２ １，８８９ ２１１ １５９ ５８２ ４，７８３

６５ １，９９５ ２，２９１ ２３８ １７６ ２８１ ４，９８１

６６ ２，３８７ ２，１６４ ４４６ １７３ ３１０ ５，４８０

 

 

Ⅳ  生産体制計画 

 

   １ 生産効率  製造品目と作業内容に合致した工程別必要・適正人員 

 

    収支改善政策方針の最大決定要素を成す事項である生産効率について、指標を定

めて継続的監視を行なう。 

    不採算事業を停止し、原価割れ製品の販売を停止した後には、その販売額減少に

見合う製造原価費用の削減を行って、収支改善の効果を確実なものとする。 

 

   ２、工場改革 
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    Ｍａｐプロジェクトの実行を６４期以降も進め、同プロジェクトの各年目標値を

達成することによって、製造原価低減、収支改善、（経費削減、品質管理徹底による

不良品発生防止、在庫量削減、段取り改善・標準作業などによる生産効率アップな

どによる。）の成果を出す。 

    

   ３、品質管理の徹底 

  

品質重視の経営の｢基本方針｣に従い、Ｍａｐプロジェクトに加えて規格外品の発

生、不良品の発生を撲滅すること およびクレームの再発防止を徹底することを達

成する仕組みの構築を図る。６４期以降、発生件数の確実な対前年減少を確保する。 

 

   ４、製造原価〈工場の予算〉 

 

販売計画に呼応する製造計画から算出される製造原価は、表の通り。 

製造原価の科目別内訳は、工場の予算となる。 

                                              （単位；百万円） 

期 ６４ ６５ ６６ 

製品売上高 ４，２０１ ４，６９９ ５，１７０ 

当期製造原価 ３，２２５ ３，４１７ ３，７１３ 

製造原価／売上高 

比率 
７６．８％ ７２．７％ ７１．８％ 

              工場における経費等科目別、年別予算は、別途詳細表による。 
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Ⅴ  各部予算  

 

    各部ごと、各期予算を定める。売上高見込みにより、期中の修正があり 

うるが、各四半期支出予定を別途把握しておくこととする。また、６５ 

期以降については、その前期の状況によって調整される。 

 

 いわゆる一般管理費と販売費(本社および営業所等経費)の各部予算の 

概要は、次の表の通り。 

 

                             (単位；百万円) 

期 
総務・経理 

(含ＥＲＭ) 

営業統括 

（本部、国際営業、

営業所） 

技術開発、

研究開発 
計 

６４ ２８８ 
４５３ 

(内２１．２) 

８１ 

（内２３．１）

８２２ 

６５ ３３９ 
４５８ 

（内１３．６） 

７３ 

（内１０．５）

８７０ 

６６ ３７５ 
４６０ 

（内１３．６） 

７４ 

〈内１２．４〉

９０９ 

             （  ）内は、戦略的配賦予算で内数。 

               各部課店所別、科目別予算は 別途詳細表による。 
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Ⅵ  各期収支見通し  

 

    以上の各部門別計画を実行すると 下表の通りの利益計画となる。 

   これら計画を実現し、これを超える実績をあげるべくまい進する。 

 

                              （単位；千円） 

期 
 64 期 

(0804～0903) 

65 期 

（0904～1003）

66 期 

（1004～1103） 

製品売上高 4,201,778 4,699,462 5,170,111 

当期製造原価 3,225,003 3,417,727 3,713,462 

売上総利益 954,247 1,161,735 1,336,648 

販売・一般管理費 822,207 870,993 909,513 

営業利益 132,040 290,741 427,135 

経常利益 142,040 310,741 447,135 

当期利益 △3,698,224 260,741 397,135 

〈 参考 〉 

屑売上高 582,009 281,967 310,206 

売上高合計 4,783,787 4,981,430 5,480,317 
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